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         西村 淳氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学法学研究科博士後期課程4年の西村淳氏は、早稲田大学学位規則第7条第1項に基づき、
2013年2月9日、その論文「所得保障の法的構造－イギリスとオーストラリアの社会保障法制の考察か
ら－」を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記
の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2013 年 6 月 10 日、審査を終了した
ので、ここにその結果を報告する。 
 
一 本論文の目的と構成 
１ 本論文の目的 
 本論文は、英国と豪州の高齢者、児童、失業者及び低所得者を対象とした所得保障制度の歴史的変遷、
そしてその底流にある基本原則とその変容を明らかにするとともに、所得保障の基礎付けをめぐる権利
論の理論展開をたどることを通じて、所得保障法制の制度設計のあり方と、所得保障をめぐる権利の規
範的基礎づけを明らかにすることを目的としたものである。 
 わが国の社会保障制度は、勤労所得から保険料を拠出し、それに基づき給付を受ける社会保険の仕組
みを中核としている。しかし、長期失業や母子家庭の増加にみられるような格差の拡大・固定化が顕著
にみられる中で、保険料拠出能力のない者が増大し、社会保険の機能に限界がみられるようになった。
また、超少子高齢化が進む中で社会保障給付とその財源としての負担の増大が顕著となり、従来は困窮
状態に陥ったときのための助け合いとして理解されていた社会保障が、高所得者から低所得者へ、また
現役世代・将来世代から高齢者世代への、立場の入れ替わる可能性のない一方的な所得移転と解される
ようになった。こうした中で、あらためて社会保障の権利の正当性が問われるようになってきている。
従来の社会保障法学の通説的見解は、憲法25条に根拠をおく生存権に社会保障の権利の基礎を求めてき
たものの、こうした状況変化を前提とした場合、受給者（支えられる側）のみならず、拠出者（支える
側）のあり方をも見据えた社会保障の権利の基礎付けを、具体的な制度設計のあり方とも関連させつつ
改めて問い直す必要があるのではないかというのが、本論文の根底にある問題意識である。 
 
２ 本論文の構成 
 
本論文は、冒頭の「はじめに」での、１で述べた本論文の目的や分析対象、分析視点などの提示に続
き、序章から第5章までの全6章で構成されている。序章から第3章までが英・豪両国における所得保
障制度の史的展開過程の叙述と分析にあてられ、第4章と第5章で、前章までの考察を踏まえ所得保障
の権利に関わるより踏み込んだ理論的考察を行っている。 
 
二 本論文の内容 
 
 3 
序章「イギリスとオーストラリアの現在の所得保障制度」では、英・豪両国の現行所得保障法制の体
系と特徴が詳細に紹介されている。第 1 章以下での両国の歴史的分析に先んじてなされる予備的考察と
もいうべき部分であるが。本論文の分析にあたっての前提となる両国の制度体系の特徴、すなわち英国
における社会保険中心主義と豪州における公的扶助中心主義、そして両国に共通してみられる就労支援
の観点に配慮した公的扶助の制度設計などの特徴が析出されている。 
 
第 1 章「イギリス所得保障制度史」では、救貧法から現在に至る英国所得保障法制の変遷をたどり、
各時代における制度枠組みと法制度を支える経済・社会・思想的背景を明らかにする。 
 1601年に成立した旧救貧法は、教区の定住権をもつ貧民を救済する仕組みであった。その後の産業化
の進展による救貧費用の増加を背景に、1834年の新救貧法では、労働能力のある貧民の院外救済を廃止
し、厳しい労働要件を課して、ワークハウスへの入所を救済の要件とした。20世紀初めには、貧困は個
人の責任ではなく社会問題であるとの認識が高まり、国からの給付を権利として認める無拠出制老齢年
金に続き、拠出制の失業保険と老齢年金が創設された。 
1942年のベヴァリッジ報告に基づき、第二次世界大戦直後、社会保険を中心とし、公的扶助と児童手
当で補完する英国所得保障の制度体系が確立した。本論文では、この時点で、今日に至る英国所得保障
制度を特徴づける三つの基本原則、すなわち就労第一原則（就労に基づく拠出を給付の条件とする社会
保険を制度体系の中心とする）、最低保障原則（社会保険の給付水準は最低生活費水準が必要にして十分
であるとする）、公私分担原則（最低生活費以上の水準は任意保険によるとする）が確立したとしている。 
ベヴァリッジ報告に基づく所得保障制度体系の確立後、1950～1970年代にかけて、経済成長を背景と
して所得保障制度は拡充された。本論文では、この時期の老齢年金・公的扶助・児童手当の各分野にお
ける所得保障制度の拡充と基本原理の変容について分析し、老齢年金の給付水準が伸びなかったため公
的扶助の比重が高まったことが問題になったことを契機にして、所得比例年金（段階制年金）が職域年
金加入者の適用除外を伴いつつ創設されたことを、所得保障の基本原則との関係で最低保障原則の修正
と公私分担原則の維持と評価している。公的扶助では、国民扶助に代わる補足給付制度の創設による捕
捉率の改善のほか、裁量的な給付基準の標準化、審判所への不服申立手続きの整備が行われ、給付の権
利性が明確にされた点、家族給付については、「普遍主義対選別主義論争」の結果、有子の低所得労働者
に対する家族所得補足給付が導入され、正規雇用に就く低賃金労働者に対するスピーナムランド制度以
来の所得保障給付が創設された点に着目している。 
1986年の保守党政権下の社会保障改革法（ファウラー改革法）では、拠出制を維持しつつ、国の役割
を縮減した。この時期の老齢年金、公的扶助、家族給付の改革は、経済情勢の悪化と高齢化を背景に、
就労促進的な制度への転換と公的給付の重点化を図るものであった。このほか、最低保障原則の重視、
公私分担における私的年金・私的扶養の役割の重視など、この時期はベヴァリッジ原則への回帰として
も特徴づけられるとしている。 
1997年の労働党への政権交代後は、最低所得保障、ステークホールダー年金、国家第二年金、タック
スクレジット（給付付き税額控除）、個人口座制度などの改革が行われた。これらは、就労促進と育児支
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援のため、社会保険を制度体系の中心に置きつつ、就労促進的な制度を創設するとともに、公私分担を
図りつつ最低保障を行おうとしたものであり、1980年代以降の社会変化に対応した改革として保守党時
代からの連続性のあるものと評価している。 
 
第2章「オーストラリア所得保障制度史」では、20世紀初頭の建国から現在に至る豪州所得保障制度
の変遷をたどり、各時代における豪州所得保障法制の制度枠組みと法制度を支える経済・社会・思想的
背景を明らかにする。 
20世紀初頭の豪州では、手厚い労働者保護政策のもとで、仲裁裁定制度（仲裁裁定裁判所による労働
条件に関する裁定が同一産業全体に適用される仕組み）が成立し、1907年のハーベスタ判決により生活
賃金保障が確立した。1908年に無拠出制の老齢年金制度が成立したものの、社会保険の仕組みは現在に
至るまで導入されていない。本論文は、この時期に仲裁裁定制度に基づく生活賃金保障による労働者保
護が定着し、選別的な所得保障制度と組み合わせた豪州「賃金稼得者福祉国家」の原型が成立したとす
る。 
 第二次世界大戦を契機とした連邦権限の拡大を通じて各種社会立法が成立し、1947年社会サービス統
合法によって豪州の所得保障制度体系が確立した。普遍的な児童手当を除き、制度はいずれも資力要件
が付され、税を財源とするものであった。本論文では、この時点で、仲裁裁定制度による生活賃金の保
障を基本とし、社会保障給付を就労できない者に対する資力要件付きの所得保障制度に限定するという
意味で、やはり就労第一原則（生活賃金保障により生活が賄われる）、最低保障原則（資力要件付きの公
的扶助を所得保障制度の基礎とする）、公私分担原則（公的扶助以外の所得保障は生活賃金保障による）
という 3 つの基本原則が豪州固有の制度的文脈においても確立したとしている。連邦制国家であること
から、社会保障立法に関する連邦権限についての違憲判決とその後の憲法改正など、社会保障の法的基
盤をめぐって生じた議論も詳細に分析されている。 
経済成長期には、資力要件の緩和と既存給付の拡充が行われた一方、生活賃金の保障を背景に、対象
者を限定した資力要件付き無拠出制度を中心とする所得保障制度の体系が維持されたとする。さらに
1983年以降の労働党政権では、職域年金（私的年金）への拠出を事業主に義務付けるスーパーアニュエ
イションの導入が行われ、1988年の社会保障見直し報告以降は、所得保障を就労促進、育児支援と結び
つける制度改正が行われた。本論文は、これにより、生活賃金保障と選別的社会保障を組み合わせた従
来の所得保障制度体系が変容し、普遍的給付の拡大と就労促進が進められたものと評価している。1996
年以降の保守政権も、労使関係改革を進めて仲裁裁定による生活賃金保障の枠組みを崩壊させ、相互義
務論に基づき就労義務を一層重視した制度改正を進めた。これらは、1980年代以降の社会変化に対応し、
公私分担原則の下に就労促進と育児支援を進めたものとして、労働党時代からの連続性のあるものと評
価されている。 
 
第3章「所得保障の制度設計と制度に内在する原則」では、第1章・第2章で考察した英・豪両国に
おける所得保障の制度設計の基本的特徴を改めて整理した上で、両国の所得保障法制に内在する３つの
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基本原則（前述した「就労第一原則」「最低保障原則」「公私分担原則」）を挙げて、時代ごとの各原則の
現れ方とその変容を整理し、両国における共通点と相違点をまとめている。本論文の理論的考察との関
連では、所得保障制度確立期に確固たるものとしてみられた各原則が、1980 年代以降いずれも変質し、
就労を「前提」とする考え方から、就労を「支援」するものになってきていることなどの指摘が重要で
ある。 
 
第 4章「所得保障の権利の基礎」では、第3章までの法制度の歴史分析を踏まえ、英・豪両国におけ
る所得保障給付に対する法的権利との視角に着目して、改めてその変遷を整理し分析したものである。 
 英国の旧救貧法に基づく権利は、定住権に基づき教区共同体が受給者に与える権利であった。これに
対し、新救貧法下では、就労できる者は給付に値しない者とし、厳しい労働義務を課し、ワークハウス
での労役を条件として劣等処遇を行なったもので、受給権は労働義務と密接に関係した権利であった。 
貧困を社会問題と捉えるに至った20世紀初頭の英国社会立法の背景には、市民的自由の原理に基づく
伝統的な法の支配に対し、税や資源を用いて国の積極的な保護を行うためには立法が必要であるとの理
解があった。この時期、裁判所による市民的自由の保護に焦点を当てた「法の支配」を強調して、批判
的に社会法の理念を明らかにしたのは、ダイシーであった。本論文は、1960年代以降に登場する「福祉
権」の思想は裁判所による裁量統制を目指すもので、ダイシーの「法の支配」の思想と連続性がみられ
ると分析している。豪州でも同様に社会立法が行われたが、生活賃金保障が手厚かったことと、連邦権
限についての疑義があったことを理由として、老齢年金以外の社会保障立法の成立は遅れた。 
戦後英国では、拠出の義務を果たした者が受給の権利を得るという契約的な考え方を強調した社会保
険中心の制度体系が確立した。他方、豪州では、「文化的な生活にとって必要最低限の程度」が保障され
る生活賃金を基本としたことなどから、所得保障制度としては資力要件付き無拠出制給付中心であった
ものの、就労の対価として生活保障がなされた点に着目すれば、やはり契約的な権利が成立したものと
評価している。 
 戦後の経済成長期には、福祉権運動の影響を受け、公的扶助を中心に英・豪両国で権利性の明確化と
給付の拡充が進んだ。本論文では、この時期、両国における福祉権論の基礎となったＴ・Ｈ・マーシャ
ルの社会的シティズンシップ論について論じ、さまざまな批判にもかかわらず、現在においても、所得
保障の権利の基礎づけとしての意義は失われていないとする。また、審判所制度の詳細な検討を通じて、
とくに英国では準司法機関として確立し、所得保障の権利を法的に確認するための機関として機能する
ようになったと分析する。さらに本論文では、行政裁量に委ねられ権利性が不明確であった公的扶助に
関する英・豪両国における裁判例や学説の検討を通じて、憲法上の権利とすることを追求するのではな
く、外部審査による裁量統制の基準化や公的扶助の権利性の明確化が行われたことを明らかにする。 
次いで本論文では、1980年代以降における低経済成長などの状況変化に対応し、政策決定や公的資源
配分への影響が限定的なものにとどまった従来の福祉権論への反省を踏まえた新しい権利論の諸潮流と
その可能性を分析している。具体的には、憲法上の原理ないし基本権としての性格をもつ社会経済的権
利論（socio-economic rights）と、受給の権利と市民の義務の相互性を強調する契約的福祉権論（welfare 
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contractualism）を取り上げている。また本論文では、英国における所得保障の権利の基礎付けとの関
連で、ＥＵ法や欧州人権条約が社会保障法の上位規範になってきていることを、男女平等原則の適用を
中心とした裁判例の分析を通じて明らかにしている。ただし、ＥＵ法等が直接所得保障の権利を創設し
ていないという射程の問題と、イギリスの憲法原理である国会主権の原則がＥＵ法等を上位規範とする
ことの制約となっている点に、その限界を見出している。これらのうちとくに本論文は、契約的福祉権
論に注目し、第5章での分析につなげている。 
 
第5章「総括：貢献に基づく権利の基礎付けと制度設計」では、第3章と第4章の理論的考察を結び
つけ、社会保障の権利の基礎付けと所得保障の制度設計に係る議論を展開している。 
英・豪両国の所得保障制度史における権利の基礎付けの変遷をみた場合、社会の成員としての「地位」
に基づき権利を得るという考え方（「地位原理」）と、就労などの社会的「貢献」の見返りとして権利を
得るという考え方（「貢献原理」）があり、時代ごとにそのいずれかの面が優勢な形で現れてきた。これ
に対し本論文は、これら２つの原理の違いは、貢献行為と給付の関係の強さの相対的な程度の違いにほ
かならず、「貢献」を一元的に権利の基礎と考えることができると主張する。さらに社会保険と公的扶助
の双方に両原理が見られるようになっており、双方とも「貢献」に結び付けて考えることが可能である
と論じる。 
その上で、英・豪両国の所得保障の制度設計における「就労第一原則」「公私分担原則」「最低保障原
則」の変容を、安定した雇用基盤の下で貢献を「前提」とした制度から、雇用基盤の不安定化の下で貢
献を「支援」する制度への変容として捉えられると分析している。 
貢献に基づく権利に着目して社会保障を捉えることの意義として、受給権の裏には拠出や就労努力な
どの貢献があることに着目し、社会的ニーズのある者を支援するにあたって負担能力のある者の貢献義
務を根拠づけることができるとともに、支援を行う側における社会的支援のあり方を論じていくのにも
役立つと論じる。 
 
三 本論文の評価 
 
 本論文は、所得保障制度（年金・社会手当・生活保護等の所得再分配効果をもつ金銭給付制度）に関
する規範的基礎を探求するという問題意識に基づき、「地位に基づく権利」と「貢献に基づく権利」とい
う二つの権利論の相克という観点から、英・豪両国の所得保障の制度史ならびに理論史を克明に描き出
したものである。 
 本論文が英・豪両国を検討対象国として取り上げた理由は、著者によれば、第 1 に、両国では所得保
障に関する制度設計のあり方につき、その基礎となる考え方とともに論争が繰り広げられてきたこと、
第 2 に、両国では就労によって生活を賄うことを原則とした上で、所得保障給付に値する者とは何かを
強く意識し、そうした思想を色濃く反映した所得保障制度の設計がなされてきたことによるものとされ
ている。伝統的に英国では、社会保険を中心とした所得保障制度の展開がみられた一方、豪州では生活
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賃金保障による労働者保護が定着し、公的扶助を中心とする選別的な所得保障制度が発展を遂げるなど、
一見すると制度体系に大きな相違がみられるにもかかわらず、両国における所得保障制度に内在する考
え方には、後述するように共通性が見出され、制度ならびに理論の展開にあたっても一定の影響を与え
合いながら、それぞれ共通の課題に対峙してきた。さらに両国では、憲法上の人権規定がないかきわめ
て限定的なものに留まる中で、所得保障に対する権利の基礎付けをめぐる論争が繰り広げられてきた。
その意味で、本論文が英・豪両国を比較法研究の対象国としたことについては、十分合理性があるもの
と認められる。 
 英・豪両国それぞれに関する所得保障制度史と、そこから導き出され、両国それぞれの制度的文脈の
中で共通に妥当する基本原則（「就労第一原則」「公私分担原則」「最低保障原則」）の確立・変容をめぐ
る叙述は、救貧法以来（英国）あるいは連邦成立前（豪州）から、それぞれ2000年代に至るまで、内外
の膨大な文献を渉猟しつつ、重要な法改正に関しては議会資料などの豊富な一次資料を参照しながら、
きわめて正確かつ詳細にわたって書き上げられた壮大なものである。 
このうち英国に関して述べると、救貧法時代からベヴァリッジ報告に至る英国社会保障制度につき、
従来から社会政策などの研究者によるいくつかの業績が存在した。これに対し、本論文は2000年代に至
るまでの英国所得保障全体の制度史を、法的視座から正確かつ詳細に叙述し、制度に内在する基本原則
を抽出した業績として位置づけられる。とりわけ、従来わが国で停滞期とみなされ、あまり分析が行わ
れてこなかった1950～70年代における英国所得保障制度の拡充と基本原則の変容について、審判所制度
の整備や、公的扶助分野での判例理論による裁量統制の基準化や権利性の明確化を通じての給付の法的
権利性の確立といった観点を踏まえた丁寧な分析を行っている点、さらに、1980年代以降における所得
保障制度全体の変容を、社会経済的権利論（socio-economic rights）や契約的福祉権論（welfare 
contractualism）といった新たな権利論の展開や、ＥＵ法・ヨーロッパ人権条約の影響などに係る裁判
例の分析なども踏まえながら、丁寧に描き出したという点で、従来のわが国に類例のない本格的な英国
社会保障法研究に係る業績として高く評価できる。 
 豪州に関しては、わが国で所得保障制度全体について本格的に取り組んだ研究は従来存在せず、その
意味で、英国と同様に資料を丹念に渉猟して丁寧かつ詳細に分析を行い、「賃金稼得者福祉国家」の誕生
とその変遷の全貌を明らかにした本論文は、先駆的な業績と評価できる。社会保障立法に関する連邦権
限についての違憲判決とその後の憲法改正が、所得保障制度の発展に影響を与えてきた経緯に係る考察
は、連邦制国家における社会保障制度の規範的基礎付けのあり方をめぐるひとつのモデルとして興味深
い検討素材となる。 
さらに加えて、本論文は、イギリス法を中心として、憲法の人権規定がない中でも、わが国の生存権
論とも類比可能な市民権の「地位」に基づく受給権の考え方と、契約的権利論に代表されるような「貢
献」の見返りとしての受給権の考え方をめぐる論争を詳細にたどることを通じて、後述するように、日
本の法状況においても参照可能な一定の法的視座を得ようと試みたものである。ダイシーの「法の支配」
の思想から、Ｔ・Ｈ・マーシャルの社会的シティズンシップ論、1960年代の福祉権論、1980年代以降の
社会経済的権利論や契約的福祉権論などに至るまで、英・豪両国における社会立法の基礎付けひいては
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所得保障の法的基礎付けをめぐる議論が詳細に分析されている。この点において、本論文は、法の機能
や法の論理の実質を比較するという比較法の適切な手法にしたがった、かつ結論先取りではない公平な
視点からの客観性の高い論文となっており、それ自体評価できる。 
 そしてこうした視点からの考察を通じて、本論文では、従来の学説のように「地位原理」（社会の成員
としての地位に基づき権利を得るという考え方）と「貢献原理」（就労などの社会的貢献の見返りとして
権利を得るという考え方）を相対立する二律背反のものとして捉えるのではなく、その相違を相対化し
て理解しようとする。その上で、英・豪両国の所得保障の制度設計における「就労第一原則」「公私分担
原則」「最低保障原則」の変容を、経済成長期における安定した雇用基盤の下で貢献を給付の「前提」と
する制度から、雇用基盤が不安定化した現在の状況下において貢献を「支援」する制度への変容として
捉えられると分析し、貢献のための「支援」という側面に焦点を当てることで、「貢献原理」による一元
的な基礎付けが可能であるとの見解を提示している。さらに「支援」の契機への着目を通じて、弱者の
権利を損ないかねないという「貢献原理」への批判に対し、個人の権利は義務に先行すると考えるべき
こと、受給者の貢献義務は負担者が貢献を求める権利とは対応しないこと、貢献と受給とのあいだの条
件性・同時性・等価性を緩やかに考えるべきこと、受給権を守るための法的手続の確立の重要性などを
指摘している。こうした考察は、本論文における丹念な制度史研究の視座から得られた分析結果として、
貴重な規範的指針の提示となっている。 
 以上のように、本論文は、一で述べたようなきわめて現代的で鋭い問題意識を前提として、英・豪両
国の所得保障法制に係る制度史・理論史研究を通じて、その制度設計のあり方と、権利の規範的基礎付
けを試みた壮大な研究であり、研究対象・研究手法・研究から得られた成果などの面において、非常に
高く評価できるものである。 
 もっとも、本論文にも問題がないわけではない。第 1 に、本論文で「貢献原理」と「地位原理」を相
対化して理解しようしたのは卓見であり、英・豪両国の制度史研究から両原理を一元的に理解する鍵と
なる「支援」の側面が浮かび上がってくるのは理解できるが、こうした本論文での著者の立場と、両原
理をめぐって緊張関係がみられた両国の理論史との関係がなお明確でないようにみられる。著者の見解
を裏付けるような両国での理論ないし論争を明確に提示することができれば、説得力もよりいっそう増
したであろう。この点については、理論史の展開をさらに整理するとともに、ＥＵ法との関連につき、
本論文で取り上げた男女平等原則のみならず、ＥＵ域内外の外国人への所得保障をめぐる法規定と裁判
例の分析などを行うことにより、本論文が描き出そうとする権利論をより明快に描き出せるのではない
かと思われる。第2に、英・豪両国の所得保障制度に内在する3つの基本原則（「就労第一原則」「公私
分担原則」「最低保障原則」）は、一見するとどの国の所得保障制度にも妥当するようにも受け取られか
ねない。実際には国民皆年金、従前所得保障（報酬比例年金など）といったわが国の制度体系とは異な
る特徴を有しており、このことは本論文を読み進めるにつれ明らかになるとはいうものの、表現の仕方
を含め、両国の制度的特徴の固有性・独自性をもっと浮き彫りにする工夫をしたほうが、本論文のオリ
ジナリティーがより明確になるように思われる。 
 しかしながら、これらの指摘は本論文の学術的価値をさらに高めるための今後の課題とも言うべきも
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のである。さらに言えば、本論文が比較法研究を通じて提示し得たのは、所得保障制度に関する規範的
基礎である。これに対し、わが国の社会保障法学で議論されてきたのは、一で述べたように社会保障の
規範的基礎付けであり社会保障の権利の正当化であった。こうした中で、本論文での考察は、所得保障
のほか、医療（Health Care）や社会サービス（Social Services）といった本来それぞれに異なる可能
性のある諸制度の規範的基礎付けを、社会保障という単一の法的枠組みの中で無自覚的に行ってきたの
ではないかとの根源的疑問を、わが国の学界に提起するものでもある。その意味でも、社会保障の規範
的基礎付けに関する決定的な理論がまだ提示されていない学界に対して本論文が与えるインパクトは大
きい。わが国の所得保障制度ひいては社会保障制度のあり方や権利の基礎付けに対する本格的な理論展
開など、著者による今後の理論的彫琢を期待したい。 
以上により、本論文は博士論文に十分値する優れた業績であると評価できる。 
 
四 結論 
 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、全員一致をもって、本論文の執筆者が博士（法学）（早稲田大
学）の学位を受けるに値するものと認める。 
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